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１．はじめに 

 
 「七・五・三問題」と言われるように，大学を新規に卒業して企業等に就職した者

（以下，新規学卒者）のうち，約 3 割は勤続 3 年未満で離職している。図 1 のとおり，

新規学卒者のうち 3 年未満で離職した者は，2011 年で 32.4％，そのうち 1 年未満で

離職した者は 13.4％にのぼっている。また，図 2 のとおり事業所規模が小さいほど入

社 3 年以内の離職率は高い。 
 

図 1「学歴別卒業後 3年以内離職率の推移」 

 

出所；厚生労働省職業安定局 HP（2015 年 7 月 31 日現在）から抜粋。 
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図 2「2011 年 3 月新規大学卒業者の事業所規模別卒業 3 年後の離職率（％）」 

 

出所；厚生労働省職業安定局 HP（2015 年 7 月 31 日現在）から抜粋。 

 
このような若年者の早期離職1は，企業にとっては採用コストの問題や，企業の競争

力の源泉ともなるヒトの流出という面で，競争力の低下にも関わる問題である。特に，

大企業と比較し，新規学卒者の採用に苦慮している中小企業にとっては，折角採用し

た人材が組織に定着しないということの影響は大企業より大きいと言える2。また，離

職者本人にとっても，初職での勤続経験が 3 年未満の場合は，その後，正社員として

雇用される確率が 3 年以上勤続した者と比較すると低い等，その後のキャリア形成に

も影響を及ぼすことが明らかになっている。 
さて筆者は，大学のキャリアセンター職員という立場から，今までに複数名の新規

学卒者の勤続 3 年未満の離職者（もしくは離職を検討している者）と接してきた。そ

の際，しばしば彼（女）らから感じたことは，就労に対する自己効力感（就労に必要

な行動を成功裏に遂行できるという自信。以下就労自己効力感と記す）を以前よりも

低下させているということだった。離職者に関しては，就労自己効力感が，離職及び

                                                  
1 本論文では，大学を新規に卒業して企業に正社員として就職した者が，3 年以内に離職する状態を「若年者の早期離職」

とする。 
2 リクルートワークス研究所「第 32 回ワークス大卒求人倍率調査（2016 年）」によると，従業員 1000 名未満の企業と，

従業員 1000 名以上の直近 20 年の求人倍率は，最も大きな差がある 2009 年で 4.26 倍と 0.77 倍，最新の 2016 年でも 2.38

倍と 0.92 倍という差がある。 
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その後の転職活動において低下したのか，就労自己効力感が低いことが離職につなが

ったのかという問題はある。しかし，離職を検討している者からも就労自己効力感の

低下が感じられるという事を踏まえ，仮に後者だとすれば，企業には若年者の就労自

己効力感を高めるマネジメントが求められているという事が言える。そこで本論文は，

若年者の早期離職の低減のために，若年者の就労自己効力感を高めるマネジメントの

必要性について検討することを目的とする。 
本論文は，上記の課題に以下の構成で取り組む。第 2 節では，若年者の早期離職の

要因に関して，アンケート調査や近年の議論を整理する。そして，就労自己効力感の

低下が若年者の早期離職の要因の一つとして考えられることを指摘する。第 3 節では，

自己効力感の定義や研究動向について述べる。第 4 節では，自己効力感に影響を与え

る情報源（自己効力感を高める要因）について整理し，就労自己効力感の形成モデル

を示す。第 5 節では，第 4 節までの議論を踏まえ，若年者の組織定着に関する企業の

人材マネジメントについて，特に就労自己効力感を高めるという観点から論じる。最

後に今後の研究課題を述べる。 
 
２．若年者の早期離職の要因 

 
本節では，若年者の早期離職の要因や先行研究について述べる。そして，若年者の

早期離職の要因の一つとして「就労自己効力感の低下」を取り上げることが妥当なの

か確認したい。 
独立行政法人労働政策研究・研修機構が，最近の若者が離職する理由や求職活動，

その後の職場における状況を把握するために35歳未満の若年者に対して実施した調査

報告『若年者の離職理由と職場定着に関する調査 調査シリーズ№36』3の求職者調査

をもとに示した図3「勤続年数別（3年未満と3年以上）にみた正社員の前職の離職理由」

を参照する。図表3によると，勤続3年未満の者の離職理由では，「仕事上のストレスが

大きい」が29.7％ともっとも多く，次いで，「労働時間が長い」（24.4％），「職場の人

間関係がつらい」（22.2％），「肉体的・精神的に健康を損ねた」（17.7％）などとなっ

                                                  
3独立行政法人労働政策研究・研修機構（2007）『若年者の離職理由と職場定着に関する調査』は，求職者調査と在職者

調査から構成されている。調査の概要は以下のとおり。求職者調査の調査期間は、2006 年 9 月 25 日～11 月 6 日。全国

の公共職業安定所（ヤングハローワーク等含む）32 所に来所した求職者（35 歳未満）を対象にアンケート調査を実施

し、有効回収数は 3477 人（調査期間中 1 万 7396 通配布。回収率 20.0％）。在職者調査の調査期間も、2006 年 9 月 25
日～11 月 6 日。在職者調査では、企業を通じて当該企業の従業員に調査票を配布する方法がとられている。調査対象は、

全国の従業員数 100 人以上の企業 1 万社（業種・規模別に層化無作為抽出〔日本標準産業分類の全産業から、農林漁業、

複合サービス業、医療業、学校教育を除く〕）を対象に郵送配布（「企業調査」と略す）し、35 歳未満の新卒者・中途採

用者各 5 通ずつ計 10 通の配布を依頼した（「企業調査」の対象企業に労働者の選定を依頼。「従業員調査」と略す）。有

効回収数は、企業調査 2169 社（有効回収率、21.7％）、従業員調査 1 万 3320 人（有効回収率 13.3％）。 
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ている。一方，勤続3年以上の者も，「仕事上のストレスが大きい」（25.1％）がもっと

も多く，次いで，「結婚，出産・育児のため」（21.8％），「職場の人間関係がつらい」

（16.9％），「労働時間が長い」「給与に不満」（ともに16.8％）などとなっている。両

者を比較すると，勤続3年未満の方が，勤続3年以上に比べ，「採用条件と職場の実態が

違った」「労働時間が長い」「経営者や経営理念に合わない」「職場の人間関係がつらい」

「仕事が面白くない」「仕事上のストレスが大きい」「肉体的・精神的に健康を損ねた」

などを理由にあげる割合が高い。一方，勤続3年以上の者は3年未満の者に比べ，「結婚，

出産・育児のため」「仕事と家庭を両立できない」「キャリアアップするため」などの

項目を選択する割合が高くなっている。つまり，勤続3年未満の離職者の特徴としては，

（1）労働時間の長さやストレスがより離職につながりやすい傾向を生んでいる，（2）
「経営者や経営理念に合わない」「採用条件と職場の条件が違った」などの項目にある

ように，就職した会社が自分と合わないというミスマッチを感じている，という2点が

言える。一方の勤続3年以上の離職者の特徴としては，「結婚・出産・育児のため」や

「キャリアアップするため」といった将来のキャリア形成への不安や展望が要因とし

て挙げられている。 
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図3「勤続年数別にみた正社員の前職の離職理由（単位＝％，上位3位までの合計）求職者合計」

 

出所；独立行政法人労働政策研究・研修機構（2007，p.9）から抜粋。 

 
しかし，株式会社日本マンパワーが，新入社員の仕事やキャリアへの意識，働く価値

観などに関する特徴を調査した『新入社員意識調査2015』4（株式会社日本マンパワー，

2015）においては，「自分が理想とする5年後の自分像がある」と答えた新入社員を経

年比較すると，2011年は78.2%，2012年は77.3%，2013年は72.6％，2014年は72.6%，

2015年は71.7%と，直近5年連続で減少している。これは，以前は勤続3年以上の離職

要因の特徴とされていた「将来のキャリア形成への展望」が，近年では入社時から描

けなくなってきている割合が高まっていることが示唆される。すなわち，仕事をはじ

めたばかりで自分の仕事の意義を明確には見出せていない，もしくは自分の業務遂行

能力に確固たる自信を持てていない段階の若年者が，さらに将来展望も描けないとい

う厳しい心理状態に置かれていることが推察される。 

                                                  
4 142 社を対象にアンケート調査を実施し，有効回収数は 9385 人（調査期間 2015 年 3月～4月。回収率は不明）。 
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さて，このような若年者の就業直後の心理的な要因に関しては様々な研究がなされ

ている。例えば，職務ストレスに関する研究も進んでいる（Hurrell & McLaney，1988）。
また，組織行動論の組織社会化研究の分野においても「組織に入る前の期待と組織に

入った後の認識の間の相異といった，応募者から正従業員への推移によって生じる認

識の変化」（Dean，2005）というリアリティ・ショック（Reality Shock）の研究も蓄

積されている。ただ，日本における若年雇用に関する研究は，近年は，ニートやフリー

ターといった非正規雇用就業の研究が多く，若年正社員の不安感や定着率に焦点を当

てた研究は，非正規雇用就業の研究と比較するとそれほど多くはない。黒澤・玄田（2001）
は，新規学卒者の転職要因について，就業ミスマッチの観点から分析し，学卒時の失

業率の上昇が，正社員として初めて就職した会社からの離職に影響を与えていると主

張する。また，近年では，若年者の適職探索志向というような，若年者の就労観の変

化が指摘されることもある（鈴木ほか，2012）。しかしこれらの若年正社員の雇用に関

する研究では，筆者が上述したような「業務を遂行できる自信がない，仕事を継続す

る自信がない」といった不安な心理状態にある離職者像は主な対象とはされていない

ように思われる。 
またこれまでの自己効力感研究においては，以下の研究蓄積もあり，若年離職の要

因の一つとして就労自己効力感を考えることの妥当性を示していると考える。 
第1に，組織参入者の自己効力感が高ければ，組織への適応が円滑に行われるという

ことが組織社会化研究において明らかになっている。例えば，組織社会化の社会化戦

術の概念と理論枠組みを初めて実証したJones（1986）は，個人の自己効力感に，社

会化戦術と社会化成果を調整する作用があることを示した。他にも，Saks（1995）は，

入社1年目の社員に対する調査において，個人の自己効力感に教育と組織適応を調整す

る役割があることを示している。これらを踏まえると，若年離職者の中には，入社時

の自己効力感が低い，もしくは入社後に自己効力感が低下したことで，組織に円滑に

適応できず，離職につながった者が存在することが示唆される。また，Wanous（1980）
は，組織社会化の過程における組織による社会化促進の方略の一つに，組織参入者が

それまで持っていた自己イメージや信念・価値を取り除くために，非常に困難で今ま

での自信を失わせるような経験をさせることにより古い殻を剥奪するという「剥奪経

験」を挙げている。このように，組織参入直後は，若年者にとって大きな心理的な変

化がある時期である。自己効力感の変容の程度も他の時期と比較し大きい可能性が高

く，それが若年者の組織への定着を阻んでいる一因になっている可能性が考えられる
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のである。実際に，看護師・看護学生の一般性自己効力感5と臨床経験年数との関連に

ついて言及した論文では，「看護師の一般性自己効力感は一般女性に比べて優位に低く」

「看護学生の一般性自己効力感は一般学生に比べて優位に高い」「看護師グループ間で

は，経験年数が長いほど，一般性自己効力感が高く，5年目以上の看護師の一般性自己

効力感は1年目に比べて優位に高い」ということから，リアリティ・ショックが大きい

入社直後の看護師の一般性自己効力感が低下することが示唆されている（石田，1996）。 
第2に，離職によって自己効力感は低下することが明らかになっている。Eden & 

Aviram（1993）では，失業者と労働者の一般性自己効力感を比較し，失業者のほうが

低いことを実証している。離職の期間によって自己価値（自己の社会的な価値につい

ての自分自身の評価に基づく自己の信念ないしは強い気持ち）が低下し，それが自己

効力感の低下につながるというのである。また，離職者に対する教育訓練が自己効力

感を高め，再就職に有効であることを示した研究もある（Caplan et al.，1989）。つま

り，離職及び離職までの在職期間において自己効力感が低下したことや，再就職によ

って自己効力感が向上することが明らかになっているのである｡これらは，特に若年者

のみを対象とした研究ではないが，日本においては，若年者の自己効力感と離職その

ものの関係を示す研究も存在している（高瀬ほか，2015；池田ほか，2011）。ただし

対象は医療従事者が多い。高瀬ほか（2015）では，入職後3，6，9，12か月目に行っ

た調査を元に，新卒看護師の看護実践能力に関する自己評価は，調査月の離職意思と

有意な負の相関関係があることが示された6。同様に，池田ほか（2011）では，看護師

を対象にした研究において，自己効力感が向上すれば，全体的な生活の満足度や仕事

満足感が高くなり，離職願望が低下する可能性があることを示唆している。 
第3に，自己効力感は情緒的過程に変化をもたらし，高い自己効力感があれば，スト

レッサーをコントロールして不安と抑うつを規制できることが明らかになっている

（坂野・前田，2002；杉浦・枝川，2012）。つまり，就業後に若年者の自己効力感を

高めることができれば，若年者の早期離職の理由の最も大きい問題であるストレスを

軽減できる可能性がある。実際に，このようなメンタルヘルスの観点からも，キャリ

ア・コンサルティングやコーチングでは，自己効力感を高めることが重視されている。

本田技研工業株式会社人事部安全衛生管理センターの小林は、従業員のストレス対処

能力を向上させるための教育研修，すなわち仕事に対する自己効力感を高める教育が，

組織への帰属意識強化につながると主張している（小林，2011）。 
                                                  
5 「一般性自己効力感」については，3-4 で詳述する。 
6 高瀬他(2015)では，「自己評価」という概念を用いているが，当該研究で用いられている項目説明から，著者は「自

己効力感」に類似する概念と捉え，ここに記した。 
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以上のように，ストレスの抑制や組織への適応に，自己効力感は正の影響を与える。

また，自己効力感の高低度合は様々な情報源に応じて随時変化し，リアリティ・ショ

ックの影響が大きい入社直後の従業員の自己効力感の高低度合は，特に大きい可能性

があることが示唆される。すなわち，企業としては「自己効力感が高い人を採用する

こと」「入社後の社員の自己効力感を高めること」が，従業員のより円滑な組織適応

という観点において必要になると言える。そこで第3節及び第4節では，自己効力感の

定義や研究動向をまとめ，最後に就労自己効力感の形成モデルを示す。 
 
３．自己効力感の意義及び自己効力感に関する研究動向 

 
３－１ 自己効力感の定義 

自己効力感（Self-Efficacy）とは，社会的認知理論（Bandura，1977）の中核をな

す概念の 1 つである。自己効力感とは，個人が「結果を生み出すのに必要な行動を成

功裡に遂行できるという確信」の度合いである（Bandura，1977，p.191）。Bandura
（1977）は，図 4 を示し，ある行動がどのような結果に至るかという予期である「結

果予期（Outcome Expectancy）」と，その結果を生み出すために必要な行動をうまく

こなすことができるかという予期である「効力予期（Efficacy Expectancy）」という

考え方を示し，自分がどの程度の効力予期を持っているかを知覚することを自己効力

感と呼んでいる。そして，適切なスキルと十分なインセンティブがある場合，自己効

力感は人々の活動の選択，どのくらい努力を投入するか，どのくらい長いストレスが

かかる状況に対処する努力を維持するかという主要な決定要因であると述べている。

つまり，同じように業績が低い人でも，自己効力感の高い人は努力し，課題を修得で

きるまで努力を続けるが，自己効力感の低い人は，業績の悪さを理由にあきらめよう

とするのである。また，Bandura は Locke との共著において，自己効力感が高い人

は，目標を設定するとさらに高い目標を設定して，新たに生じた目標との乖離を克服

しようとするという，目標設定理論における自己効力感の効果を述べている

（Bandura & Locke，2003）。 
図4「効力予期と結果予期の違い」 

個人     行動     結果 

       
効力予期    結果予期 

出所；Bandura(1977,p.193）より抜粋。 
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また Bandura は，対処すべき課題や標的とする行動を細分化する基準として，「マ

グニチュード（magnitude）」，「強度（strength）」，「一般性（generality）」という 3
次元を提示し，それぞれにおいて自己効力感が変化すると考えている（Bandura，
1977）。「マグニチュード」とは特定の課題を構成する下位行動を主観的あるいは客観

的な困難度にしたがって，容易なものから困難なものへと配列し，自分がどのくらいの

行動までなら対処できるかという予期レベルの高さを示す。「強度」は，マグニチュー

ドで示されたそれぞれの行動をどのくらい確実に遂行できるかという確信の程度を示

す。「一般性」とは，ある特定の状況における特定の具体的な行動に対して形成された

自己効力感が，場面や状況，行動を超えてどの程度まで一般化するかということを示

した次元である。 
 
３－２ 自己効力感の類似概念 

自己効力感としばしば類似した概念として取り扱われることもある「自尊感情

（Self-Esteem）」や「自己肯定感」と自己効力感との違いを整理し，自己効力感とい

う概念が持つ特徴をより明確にする。 
自尊感情とは，「自己に対する肯定的または否定的な態度（Rosenberg，1965）」で

ある。Bandura（1997）は，自分がある特定の課題に上手く対応する能力についてど

のように自己判断・評価するのかという自己効力感と，どのくらい自分自身に価値を

感じるか，すなわち自分のことが好きであるのかという自尊感情は全く異なる概念で

あると説明している。「ある人は，何の自尊感情を失うこともなく，ある特定の活動に

関して絶望的に自己効力感が低いと判断することがある。なぜなら，そういう人たち

は自己価値をその活動に投じないからである。例えば，学者は社交ダンスに対して全

くの自己効力感を持たないかもしれない。しかし，その事実によって自分の価値を引

き下げない。逆に，ある特定の活動に関して高い自己効力感があると判断していても，

それを上手く遂行できることについて自負していない場合もありうる。厳しい状況を

切り抜けてきた住宅ローンに詳しい者が，そのことに特別だと思っていなければ，そ

こに価値を見出さないことがある。ただし，人々が自尊感情を高める感覚を与えてく

れるような活動において自身の能力を磨く傾向にあるのは事実である。」（Bandura，
1997，p.11）また「自己肯定感」も，自己に対する前向きで好ましく思うような態度

や感情のことで，自尊感情の下位概念であり，自己効力感とは異なる概念である（田

中，2011）。 
このように「自尊感情」や「自己肯定感」は自分自身の積極的・肯定的評価であり，
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課題の達成への信念という意味で使用される自己効力感とは同意ではない。 
 

３－３ 自己効力感の研究動向 

2015 年 8 月 9 日現在，国立情報学研究所が運営する学術情報データベース Cinii
で検索すると，「自己効力感」をタイトルに含む論文は 1492 件存在する。Google 
Scholar の日本語ページの検索でも「自己効力感」をタイトルに含む論文は約 436 件，

「Self-Efficacy」では約 20200 件存在している。このように，自己効力感は精力的に

研究が進められている概念である。 
自己効力感は認知行動療法を中心とした臨床心理学分野において多数の研究が蓄積

されてきた。その理由としては，提唱者の Bandura 自身の臨床的応用に対する関心

や，臨床場面で自己効力感の考え方が実際に機能した事が挙げられる。臨床場面にお

ける研究では，特定の課題や状況を対象として，当該の目標行動に対する階層的な不

安あるいは嫌悪度，行動遂行の難易度評定などと対応して作成された評定法を用い，

研究が蓄積されてきた（Bandura & Schunk ，1981；前田，1985）。坂野・前田（2002）
は，自己効力感が，行動変容を合理的に説明することのできる概念にとどまるのでは

なく，臨床の場面において測定が容易なこと，精神力動的な概念とは異なりクライエ

ントをはじめとする行動変容の当事者にとって理解がしやすい認知的変数であること，

操作できること，操作の結果として確実に行動変容が生じること，そして，行動変容

の当事者がそれを確認できることといった長所を指摘している。 
また，臨床場面の他にも，教育やキャリア分野等でも研究が蓄積されている。例え

ば，自己効力感が行動変容を予測する要因として有効であることから，個人が進路選

択をするにあたって必要となる行動を成功裏に実行することができるという信念「キ

ャリア自己効力感（Career-Related Self-Efficacy）（Betz & Hackett，1981）」や，「キ

ャリア決定自己効力感尺度 /進路選択自己効力感尺度（Career Decision-Making 
Self-Efficacy Scale）（Taylor&Betz，1983）」も提示された。キャリア自己効力感の

高い者は，進路選択行動を活発に行い努力し，逆にそれが低いものは，進路選択を避

けるあるいは不十分な活動に終始してしまうと考えられている。 
 このように，特定課題や状況を対象として，自己効力感が高いこと・低いことのメ

リットやデメリットを明らかにしようとする研究が様々な分野で蓄積されてきたので

ある。 
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３－４ 特異的自己効力感と一般性自己効力感 

自己効力感には 2 つの水準がある（Bandura，1977；坂野・東條，1993）。1 つは，

前節で述べたような，特定課題や場面に特異的に行動に影響を及ぼす領域固有の自己

効力感である（以下，特異的自己効力感と記す）。就労自己効力感は，就労という特定

場面において，就労に必要な行動を成功裏に遂行できるという自信を意味する特異的

自己効力感である。もう 1 つは，具体的な個々の課題や状況に依存せずに，より長期

的に，より一般化した日常場面における行動に影響する自己効力感である。後者の観

点に立つと，自己効力感をある種の人格特性的な認知傾向と捉えることができる。例

えば，Sherer らが作成した Generalized Self-Efficacy Scale（Sherer et al.，1982）
や，それを日本のコミュニティサンプル用に適用した特性的自己効力感尺度7（成田他，

1995），臨床心理学的な観点から坂野・東條が作成した 16 項目から構成される一般的

自己効力感尺度（坂野・東條，1986）や，人格特性的自己効力感尺度（三好，2003）
がある。これらは，具体的な個々の課題や状況に依存せずに，より長期的に，より一

般化した日常場面における自己効力感である（以下，一般性自己効力感と記す）。一般

性自己効力感は，個人差を持つことが指摘されている。そして，一般性自己効力感は，

特定の状況だけでなく，未経験の新しい状況においても適応的に処理できるという期

待に影響を与えることが示唆されている。そのため，一般性自己効力感の個人差を測

定することは，個人の行動を予測し制御する上で非常に重要となる（Sherer et al.，
1982）。 
現在では，一般性自己効力感は，行動科学のパーソナリティ特性の重要概念として

も取り上げられている。例えば，「個人が自分自身の価値や能力，有能さに対して抱く

基本的評価」（Judge et al.，2005，p.257）であり，個人の遺伝的な側面に重きを置

く傾性概念の一つでもある中核的自己評価（Core Self-Evaluations）は，自尊心（自

己の価値や重要性の認知），神経症傾向（感情的な安定性），統制の所在（自分の人生

の出来事や状況をコントロールできる程度の認知）と共に，一般性自己効力感が構成

概念の一つになっている。この中核的自己評価は仕事の遂行への動機づけや仕事のパ

フォーマンスとも正の関連がある（Judge et al.，2005）。 
 
 
 

                                                  
7項目は社会的スキルや職業的能力の観点から作成されており，行動を起こす意志，行動を完了しようと努力する意志，

逆境における忍耐などから構成されている。具体的には何かをしようと思ったら，すぐに取りかかる，初めはうまくい

かない仕事でも，できるまでやり続ける，面白くないことをする時でも，それが終わるまで頑張るなどが挙げられる。 
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４．就労自己効力感に影響を与える情報源 

 
４－１ 特異的自己効力感に影響を与える Bandura の 4 つの情報源 

Bandura が主張している自己効力感に影響を与える 4 つの情報源について整理す

る。 
Bandura（1977）は，自己効力感に影響を与える情報源として「遂行行動の達成」

「代理的体験」「言語的説得」「情動的喚起」という 4 点を挙げている。 
「遂行行動の達成」は，自分が実際にその課題を遂行できたという遂行行動の達成

である。特定の活動を自ら成し遂げたという経験は，他の状況においても，自分は成

功裏に行えるという期待を高める。「代理的体験」は，他者がその課題を遂行する行為

を観察する代理的経験である。自分と似たような状況の人々の成功過程を観察（モデ

リング）することで，自分にも出来そうだと自己効力感が上昇する。「言語的説得」は，

自分はやれば出来るといった自己教示や，他者から励まされたり，自分の努力や能力

が評価（示唆や勧告）評価されるといった言語的説得である。「情動的喚起」とは，脈

拍や鼓動といった生理的な反応の変化を自ら経験することである。緊張や不安等の状

態を自覚すれば自己効力感は低下し，逆にリラックスした状態であることを自覚すれ

ば自己効力感は低下する。 
このように自己効力感を規定するのは，個人が知覚するいくつかの情報限である。

Bandura（1997）は，自己効力感はこれら 4 つの情報源を通して，個人が自ら作り出

していくものであり，「遂行行動の達成」を情報源とする自己効力感がもっとも強く安

定したものであると指摘している。また，自己効力感が十分に確立する前に，繰り返

し失敗し続けてしまうとその人の自己効力感を低下させてしまうことになる

（Bandura，1977）。なお Bandura は，自己効力感の 4 つの情報源について，著作の

出版年ごとに異なる名称を用いている。名称の違いに関しては表 1 を参照のこと。 
また，個人の認知傾向の違いによって，同じ情報源から個人が受ける影響力の大き

さは異なると考えられている。Gist（1987）は，Rotter の統制の所在理論（Lucus of 
Control）に基づいて，内的統制心（達成される結果が，自らの行動や努力によってコ

ントロールされる信念）の強さが強いほど，より少ない情報源で自己効力感を高めら

れるということから，外的統制心を持っている人は，カギとなる行動への内的統制心

を向上させるような言語説得と共に成功体験を積ませるように導いていく介入が必要

であると主張している。 
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表 1「セルフ・エフィカシーに変化をもたらす 4 つのソースと対象者への影響」 

 影響 

（ポジティブ） 

影響 

（ネガティブ） 

1977：performance accomplishments 

（邦訳；遂行行動の達成） 

1995：mastery experiences 

（邦訳：制御体験） 

1997：enactive mastery experience 

成功体験や達成経

験の蓄積など 

失敗体験や学習性

無力感など 

1977：Vicarious experience 

（邦訳：代理的体験） 

1995：Vicarious experiences 

（邦訳：代理体験） 

1977：Vicarious experience 

自分と条件の似た

他者の成功をモデ

ルとして観察する

ことなど 

自分と似た他者の

失敗を観察するこ

となど 

1977：verbal persuasion 

（邦訳：言語的説得） 

1995：social persuasion 

（邦訳；社会的説得） 

1997：verbal persuasion 

周囲から能力につ

いて励まされたり

することなど 

一方的叱責・無関

心などないと感じ

ることなど 

1977：emotional arousal 

（邦訳：情動的喚起） 

1995：physiological and mood states 

（邦訳：生理的・感情的状態） 

1997；physiological and affective states

できないという思

いこみから自分を

解放することなど 

体調や気分がすぐ

れないことなど 

出所；杉浦・枝川（2012，p.84）より一部抜粋。 
 
４－２ 一般性自己効力感に影響を与える情報源 

2015 年 8 月 9 日現在，Google Scholar の日本語ページの検索で，「Self-Efficacy」
をタイトルに含む論文は約 20200 件存在しているのに対し，「General Self-Efficacy」
をタイトルに含むものは 441 件，「Generalized Self-Efficacy」では 59 件にすぎない。

特異的自己効力感に関わる膨大な研究と比較すると，一般性自己効力感に関する研究

は，本格化したばかりの段階であると言える。心理学の分野では，不安や自尊感情も，

「特性不安」と「状態不安」，「特性自尊感情」と「状態自尊感情」とが区別されて研
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究されてきた。例えば，自尊感情で言えば，状態自尊感情よりも特性自尊感情のほう

が，研究が蓄積されてきたと遠藤（1999）は指摘している。自己効力感に関しては，

自尊感情とは逆の流れであったと言える。 
さて，一般性自己効力感には個人差が存在し，特定の状況だけでなく，未経験の新

しい状況においても適応的に処理できるという期待に影響を与える（Sherer et al.，
1982）ことを考えると，一般性自己効力感の形成過程についても考えることは重要で

ある。そこで，以下では，一般性自己効力感の形成過程に関して述べる。 
Hoeltje et al.（1996）は，Perth 在住の無作為に選ばれた 12 歳から 16 歳の子ども

112 名を対象に調査を行い，一般性自己効力感と家族の養育態度や適応の指標との関

連を検討した。その結果，一般性自己効力感は養護的な親の態度（nurturance）・学

業成績と正の相関，拒否的な親の態度（rejection）・親子間の言い争い・精神的健康疾

患とは負の相関があることが明らかになった。このように家庭環境等に形成要因を求

めている点は，自尊感情等の類似概念とも同様である。ただしこれを，4－1のBandura
の 4 つの情報源に基づいて整理すれば，家庭や学校等の場面において，親や教師等と

の関わりの中でどのような成功体験や失敗体験をしたり，他者からの言語的説得があ

ったのかということ等が、様々な特異的自己効力感の形成に影響し，特異的自己効力

感の集合体のようなものとして一般性自己効力感が形成されたと捉えることもできる。 
また，看護師の一般性自己効力感と臨床経験年数との関連を調べ，経験年数が長い

ほど一般性自己効力感が高く，5 年目以上の看護師の一般性自己効力感は 1 年目に比

べて優位に高い（石田，1996）とする研究もある。その一方で，教員の就業年数と一

般性自己効力感の高さの関係を調べ，両者には一義的な関係はみられなかったとする

研究もある（鈴木・松田，1999）。つまり，就業年数と共に一般性自己効力感は向上

していく傾向にはあるのだが，就労においてどのような経験を経ているのかというこ

とや，同一の仕事においても社会環境の変化等により仕事の難易度に関する個人の知

覚が変化している場合には，一般性自己効力感が就業年数と単純には相関しない可能

性が考えられる8。 
このように，やはり就業年数に加え，どのような場面・課題の自己効力感をどの程

度形成してきたのか，それが一般性自己効力感にも影響を与えているようである。他

にも，一般性自己効力感が身体的・精神的健康と関連し，晩年の一般性自己効力感が

低下するということ等に基づき，生涯発達的視点をもつ Erikson の漸成発達理論を用

                                                  
8 特異的自己効力感の事例にはなるが，同じく教員を対象として，異動と教師効力感 との関係をみた町支他（2014）
でも，荒れている学校から落ち着いている学校への異動をしたものは，落ち着いている学校から荒れている学校等の，

他のパターンの異動者よりもおおむね高い教師効力感を示していた。 
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いて一般性自己効力感の形成過程を説明する研究もある（森本，2000；三好，2011）。 
 
４－３ 就労自己効力感の形成モデル 

特異的自己効力感と一般性自己効力感との関係について述べ9，最後に就労自己効力

感の形成モデルを提示する。 
三宅（2000）は，一般性自己効力感の高い群は，ネガティブな意味を持つフィード

バック情報が与えられても，満足感の低下が動機づけとなって，努力量を通じて課題

遂行量を増加させたのに対し，低い群は満足感の低下が動機付け要因となりにくく課

題遂行量の増加が少なかったと主張している10。つまり，一般性自己効力感が特異的自

己効力感の変容過程に影響力を持つことがあることが実証されている。これは，ある

特定の行動場面では，当該の行動に対する特異的自己効力感の影響が大きいことは明

らかだが，一方で，比較的安定している一般的自己効力感が情報源となって，特異的

自己効力感に影響を与えているとする考えである。それに対し，Bandura（1977）は，

特定場面や課題における自己効力感が，場面や状況，行動を超えて一般化していくと

述べている。また，どのような条件で一般化していくのかに関しては，山本ほか（2012）
が，卒業論文作成に対する特異的自己効力感と重要性認知が一般性自己効力感に与え

る影響を調べ，卒業論文作成に対して肯定的な重要性を認知すると，卒業論文作成に

対する特異的自己効力感が一般性自己効力感に与える影響が強くなることを示してい

る。 
つまり，これらの研究からは，（1）特異的自己効力感と一般性自己効力感は相互に

影響を及ぼす可能性があること，（2）特異的自己効力感が一般性自己効力感にどのよ

うに影響を与えるのかは，その特定課題の重要性を個人がどのように認知しているか

が一因であること，という2点が言える。そこで，以上を踏まえ，就労自己効力感の形

成モデルを図5のとおり示す。 
 
 
 
 

                                                  
9 林は，「一般的自己効力（一般性自己効力感）の生成・強化に影響を与える主要な要因」として，「特定自己効力（特

異的自己効力感）」以外にも，「Bandura の特定自己効力形成の 4つの情報源」「問題解決状況」「自己価値の低下」「社会

関係」「パーソナリティ特性」を挙げている （林，2012，p.122）。また，林（2014）では，これらの一般性自己効力感

の生成・強化に影響を与える要因は，特異的自己効力感の生成・強化においても同様に影響を与えるという。 

10 三宅（2000）では，「特性的自己効力感」「課題固有の自己効力感」という用語を用いているが，本稿では，それぞ

れ「一般性自己効力感」「特異的自己効力感」として記した。 
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図 5「就労自己効力感の形成モデル」 

 

出所；著者作成。 

 
Banduraが主張する4つの情報源をもとに，就労自己効力感は形成される。また，一

般性自己効力感と就労自己効力感は相互に影響を与えるので，一般性自己効力感も形

成要因の一つとして挙げられる。このようにして，就労自己効力感は形成される。そ

して就労自己効力感の高低度合が就労に必要な行動がとれるか否かに影響する。従っ

て，就労自己効力感が低いと，就労に必要な行動が十分にとれず，最終的には離職意

思に影響すると考えられる。 
 
５．若年者の組織定着のための企業の人材マネジメントと就労自己効力感 

  

 本節においては，企業の人材マネジメントと，就労自己効力感の関係を確認する。

また特に，就労自己効力感の形成要因と，組織定着率が高いと言われる企業が実施し

ている人事施策とを比較し，それらの施策が就労自己効力感を高めているのかを確認

する。 
現在，11000 社の新卒採用選考において活用されている株式会社リクルートマネジ

メントソリューションズが開発した SPI 検査において，個人のパーソナリティ特性は

測定されている。その中には，達成意欲や行動意欲等の一般性自己効力感と類似した

項目が設けられている。また，採用面接において「成功体験」や「何かを成し遂げた

経験」は多くの企業で質問されている。つまり，企業としては一般性自己効力感の高

い若年者を採用選考で選抜しようという取り組みは，積極的になされていると言える。 
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そこで，企業にとって次に重要になってくるのは，入社後の若年者の就労自己効力

感をいかに高めるか（もしくは維持するか）ということである。ただし，人材育成に

おいて就労自己効力感に着目している企業は，選抜において着目している企業よりは

少ない可能性が考えられる。なぜなら，企業内のキャリア相談室の役割の一つとして，

社員の就労自己効力感を高めることが挙げられているが（宮城，2012），実際には，

例えば従業員 300 人未満の企業では，キャリア・コンサルティングの実施率は 5.2％
にすぎないというデータも存在するのである（木村，2015）。もちろん，キャリア・

コンサルティングの他にも各人的資源管理施策において，就労自己効力感への影響は

考えられる。そこで以下では，若年者の定着率が高い企業の人的資源管理施策につい

て，その内容と実施状況を確認する。 
独立行政法人労働政策研究・研修機構が，企業とそこで働く正社員ミドルマネジャー

を対象に，人材育成の実施状況と，勤労意欲や人材定着率との関連性について考察し

た『「人材マネジメントのあり方に関する調査」および「職業キャリア形成に関する調

査」結果―就労意欲や定着率を高める人材マネジメントとはどのようなものか―』11を

みてみる。 
この調査では，従業員の勤労意欲を同業他社と比較し，高いと考える企業と低いと

考える企業との間でその人材マネジメントにどのような違いがあるかを比較している。

また，調査では，表2のとおり，勤労意欲が高いと考えている企業では，正社員の入社

後3年以上勤め続けている平均在籍率が，低いと考えている企業と比較して25ポイント

以上の開きがある。つまり，勤労意欲が高いと考えている企業とは，若年者の定着率

が高い企業だと捉えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
11 調査方法は，郵送配布・郵送回収方式。対象企業に，企業調査票及び正社員調査票を同梱で送付し，（企業から正社

員へ配布し）企業および個々の正社員それぞれから，郵送で直接，返送する方法がとられている。調査期間は 2014 年
2 月 22 日～3 月 31 日。企業調査の有効回収数は 1,003 社（有効回収率 10.0％）、労働者調査の有効回収数は 4,227 人
（有効回収率 8.5％）。 
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表2「従業員の就労意欲と定着率や人材育成上で抱える課題」 

 正社員の平均在籍率(%) 入 社 3

年後 

入 社 10

年後 

入社3年後 

－10年後㌽差 

同㌽が入社3年後の平均在

籍率に占める割合（低減率）

勤

労

意

欲 

高い 83.7 73.2 10.5 12.6 

どちらかといえば高い 76.6 61.4 15.2 19.8 

何とも言えない 75.5 60.6 14.9 19.7 

どちらかといえば低い 69.0 52.2 16.8 24.3 

低い 57.0 21.7 35.3 62.0 

 計 76.0 61.1 14.9 19.6 

出所；独立行政法人労働政策研究・研修機構（2015，p.49）から一部抜粋。 

 
図6「勤労意欲別にみた雇用管理の実施状況（正社員）」では就労意欲が高いと考え

ている企業が，全ての雇用管理項目の実施率で，低い企業を上回っている。両者の開

きがとくに大きいのは，「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」（23.3 ㌽），

「経営戦略情報，部門・職場での目標の共有化，浸透促進」（21.3 ㌽），「優秀な人材

の抜擢・登用」（20.1 ㌽），「公正待遇（男女間，雇用区分間等の待遇バランス）の実

現」（17.1 ㌽），「能力開発機会の充実」（16.6 ㌽），「仕事と育児，介護，傷病等との

両立支援や復職支援」（16.1 ㌽），「職務遂行状況の評価，評価に対する納得性の向上」

（15.6 ㌽）等となっている。「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」は，

コミュニケーションがあまりとられていない職場と比較して，言語的説得が行われて

いることや，先輩の体験を観察する機会（代理的体験）にも恵まれていることが予想

される。「経営戦略情報，部門・職場での目標の共有化，浸透促進」は，目標やその組

織における自己の役割が明確化されていれば，成功体験を感じる機会が得やすいこと

も考えられる。 
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図6「勤労意欲別にみた雇用管理の実施状況（正社員）」 

勤労意欲が高い企業－低い企業の％差 

 

出所；独立行政法人労働政策研究・研修機構（2015，p.54）から抜粋。 

 
次に，図7「勤労意欲別にみた人材育成の実施状況（若年正社員）」では，両者の開

きが特に大きいのは、「目標管理制度による動機づけ」（14.5 ㌽），「定期的な面談（個

別評価・考課）」（14.0 ㌽），「本人負担の社外教育に対する支援・配慮」（13.4㌽）等

である。目標が設定されており，それを達成した時には成功体験が得られることや，

定期的な面談の際に，成功体験や言語的説得が就労自己効力感の情報源になっている

ことが予想できる。 
 
 

15.6

4.4 7 4.7

20.1

8.8

16.6

5.9
9.2

12.4 11.4

23.3

16.1 17.1
21.3

0

10

20

30

－ 59 －



- 20 - 
 

図7「勤労意欲別にみた人材育成の実施状況（若年正社員）」 

勤労意欲が高い企業－低い企業の％差 

 

出所；独立行政法人労働政策研究・研修機構（2015，p.62）から抜粋。 

 
このように，若年者の定着率の高い企業は，低い企業と比較して就労自己効力感を

高めるマネジメントを活発に実施している可能性が感じられる。また，HR総合調査研

究所の新入社員教育の実態調査（2012）では，「OJT指導員に対する研修・勉強会実施

状況」（図8）や，「OJT導入におけるメンター制導入状況」（図9）が事業所規模別に掲

載されている。どちらも，事業所規模が小さいほど実施率は低くなっており，本稿の

冒頭で述べた「事業所規模が小さくなるほど離職率が高い」ということとの相関が伺

える。 

7.5

-1.5

14.5

3.7

14
10.5

1.7

10.7
13.3

-5.9

4.2

-4.5

11.7 13.4 11.5

-10

0

10

20

－ 60 －



- 21 - 
 

 
図 8「OJT 指導員に対する専用の研修・勉強会実施状況」 

 
出所；東洋経済オンライン（2015年7月31日現在）から抜粋。 

 

図 9「OJT におけるメンター制度導入状況」 

 
出所；東洋経済オンライン（2015年7月31日現在）から抜粋。 

 
また，これらは，時間的・手続き的なコストを除けば、必ずしも費用に直結しない

施策だとも言える。離職の大きな要因としては，賃金がとりあげられることが多いが，

賃金アップは企業の収益に直結する問題であり，企業としては容易には対応できない。

しかし，従業員の就労自己効力感を高めるマネジメントについては，他の離職への対

応策と比較すると比較的コストを抑えて実施できる可能性がある。 
ただし，直接のコストを必要としなくても、時間的・手続き的な側面から難しいと

いう事情は残るので，今後は，どのような施策が効率的に就労自己効力感を高めてい

くのかを明らかにすることは課題である。また，これらの施策が本当に就労自己効力
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感を高めているのかを実証すること自体も必要である。 
 
６．むすび 

  
本論文の目的は，若年者の早期離職の低減のために，若年者の就労自己効力感を高

めるマネジメントの必要性について検討することだった。 
そこで，若年者の早期離職の要因に関するアンケート調査や近年の議論を整理した。

これまでは若年者の早期離職の問題は就業ミスマッチで捉えられることが多かったが，

近年では将来へのキャリア展望を描けない若年者が増加しており，より詳細な若年者

の不安な心理状態の把握が必要であることを述べた。そして，就労自己効力感の低下

が若年者の早期離職の要因の一つとして考えられることを指摘した。 
次に，自己効力感の意義や研究動向について述べた。特に，特定場面や課題に対応

する特異的自己効力感と，具体的な個々の課題や状況に依存せずに，より長期的に，

より一般化した日常場面における行動に影響する一般性自己効力感のそれぞれの特徴

や影響を与える情報源（高める要因）を整理した。また，特異的自己効力感と一般性

自己効力感との関係については（1）相互に影響を及ぼす可能性があること，（2）どの

ように影響を与えるのかは，その特定課題の重要性を個人がどのように認知している

かが一因であること，を述べた。そして，就労自己効力感の形成モデルを示した。就

労自己効力感は，Bandura（1977）が示した「遂行行動の達成」「代理的体験」「言語

的説得」「情動的喚起」という4つの情報源と，一般性自己効力感の影響を受けて形成

され，その高低度合が就労に必要な行動を成功裏にとれるか否かを決定するというこ

とを述べた。 
最後に，企業は若年者の組織定着のために就労自己効力感を高める人材マネジメン

トを実施しているのかを確認した。一般性自己効力感の高い若年者を採用選考で選抜

しようという取り組みが積極的になされている一方で，入社後に若年者の就労自己効

力感を向上（もしくは維持）させることについては，選抜ほどには重視されていない

可能性を指摘した。ただし，若年者の定着率が高い企業の人材マネジメントについて，

その内容と実施状況を確認し，「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「経

営戦略情報，部門・職場での目標の共有化，浸透促進」「OJT指導員に対する専用の研

修・勉強会の実施状況」「メンター制」等，定着率の高い企業で実施されている施策が，

就労自己効力感を高めている可能性があることも指摘した。 
以上から，若年者の早期離職の低減のためには，今後，特に若年者の定着率の低い
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企業において，若年者の就労自己効力感を高めるマネジメントが必要であるというこ

とが言える。また，特異的自己効力感は，測定が容易なこと，操作できること，操作

の結果として行動変容が生じること，そして，行動変容の当事者がそれを確認できる

ことといった特徴がある。そこで，そのような特徴を活かし，いかに実際の人材マネ

ジメントの場面において若年者の就労自己効力感を向上させるのかが重要である。 
今後の課題としては，第1に，就労自己効力感に影響を与える情報源に関して研究を

進め，就労自己効力感の形成モデルを精緻化する必要がある。本稿では詳しくは検討

しなかったが，林（2012）のように，個人のパーソナリティ特性等を情報源にとらえ

る研究もある。生涯発達心理学と自己効力感研究との関係も明らかにしなければなら

ない。第2に，どのような人材マネジメントが就労自己効力感を高めていくのかを実証

することである。 
以上の2点が，若年者の早期離職の低減のために，今後考察するべき課題と考えられ

る。これらの課題について今後取り組んでいく。 
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